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１　はじめに
（１）「産業社会と人間」
　高等学校における科目「産業社会と人間」は、
1994 年度より開設された総合学科高等学校の
原則履修科目として開発された。科目の内容等
については、1993 年の高等学校教育の改革の
推進に関する会議による「高等学校教育の改革
の推進について（第四次報告）―総合学科につ
いて（報告）―」（以下、「第四次報告」と呼ぶ）
において、初めて公的に示されている。
　「第四次報告」では、「産業社会と人間」の目
標は「自己の生き方を探求させるという観点か
ら、自己啓発的な体験学習や討論などを通し
て、職業の選択決定に必要な能力・態度、職業
生活に必要な態度やコミュニケーション能力を
養う」「自己の充実や生きがいを目指し、生涯
にわたって学習に取り組む意欲や態度の育成を
図る」「現実の産業社会やその中での自己の在
り方生き方について認識させ、豊かな社会を築
くために積極的に寄与する意欲や態度の育成を
図る」とされている。その上で内容項目として
は、「職業と生活」「我が国の産業の発展と社会
の変化」「進路と自己実現」が示されている。
　この理念を受けて総合学科では、原則的に初
年次に履修する科目と位置づけられている。
（２）キャリア教育
　キャリア教育の正式な最初の定義は、2004
年「キャリア教育の推進に関する総合的調査協
力者会議報告書」による「児童生徒一人一人の
キャリア発達を支援」「キャリアを形成してい
くために必要な意欲・態度や能力を育てる教育」
「児童生徒一人一人の勤労観・職業観を育てる
教育」である。さらに、2011 年の中央教育審
議会「今後の学校におけるキャリア教育・職業
教育の在り方について（答申）」（以下、「答申」
と呼ぶ。）において「一人一人の社会的・職業
的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度を
育てることを通して、キャリア発達を促す教育」
と定義された。
　いずれの定義においても、キーワードは「キャ
リア発達」であり、キャリア教育は特定の教科
や領域ではなく、教育課程編成全体で取り組む
べきものであるとされている。
２　キャリア教育としての「産業社会と人間」
　「答申」では、キャリア教育の視点から高等
学校で必要な観点として、以下を挙げている。
　①社会的・職業的自立に向けて必要な基盤と
なる能力や態度の育成。
　②教科・科目等を通じたキャリアを積み上げ
ていく上で必要な知識等の理解。
− 38 −
教職研究　第 28 号（2016）
　③計画的・体系的な体験的学習等の啓発的な
経験を通じて、自己の適性の理解、将来設計の
具体化を図らせること。
　④生徒が自らの価値観、とりわけ勤労観・職
業観を形成・確立できるようにすること。
　その上で、上記４つ観点を踏まえて「産業社
会と人間」の意義を認めている。とりわけ総合
学科では、自己の進路への自覚の深化、将来の
職業生活の基礎となる能力や態度等の育成等に
おいて、不可欠な科目としている。
　すなわち「産業社会と人間」は、高等学校で
求められるキャリア教育の視点を含み、系統
的・体系的な学習機会として位置づけられるこ
とを示している。言わば、「産業社会と人間」は、　
高等学校におけるキャリア教育の根幹的な取組
と位置づけられる。このことは、2004 年に公
式な定義がなされたキャリア教育の先駆け的な
取組であると言える。
　高等学校学習指導要領では、1999 年の改訂
より学校設定教科に関する科目として「産業社
会と人間」が位置づけられ、総合学科以外の高
等学校においても開設が可能となった。ただ内
容については明記されておらず、配慮する指導
項目例として「社会生活や職業生活に必要な基
本的な能力や態度及び望ましい勤労観、職業観
の育成」「我が国の産業の発展とそれがもたら
した社会の変化についての考察」「自己の将来
の生き方や進路についての考察及び各教科・科
目の履修計画の作成」を挙げている。これらは、
2009 年の改訂においても同様に示されている。
　しかし文部科学省（2014）によると、平成
25 年度に普通科で「産業社会と人間」を開設
している学校は 1.1％、専門学科は 1.4％に留
まっている。「産業社会と人間」は、まだ総合
学科の取組であるとの感は否めない。
　このような実態の中で、本論では実際の「産
業社会と人間」の取組とともに、キャリア教育
の視点から、その成果について検証を行う。
 
３　「産業社会と人間」の実際
　2012 年の文部科学省委託事業「高等学校教育
改革の推進に関する調査研究事業」の一環であ
る「総合学科の在り方に関する調査研究報告書
（以下、「報告書」と呼ぶ）」では、総合学科に関
する全国的な調査・分析による検証が行われた。
総合学科においてもっとも重視される取組が
「産業社会と人間」であることは、「第四次報告」
からも明らかであり、「報告書」においても「産
業社会と人間」が中心的な調査項目となってい
る。以下、「報告書」から関連事項を引用する。
　「産業社会と人間」の代表的な学習項目とし
て、「自己理解」「職業理解」「社会認識」「履修
計画・人生設計」等が挙げられている。「産業
社会と人間」の役割は、その取組のみで一定の
結果を求めるのではなく、生徒自身のキャリア
デザインに基づいた学びを育み、主体的・意欲
的な学習を喚起するものである。そのためにも
学校外の教育的資源の活用も含めて、自己の目
標を明らかにさせることが重要である。
　「産業社会と人間」の指導体制は、64.1％の
学校が「専門的な組織が年間指導計画を作成
し、１年次担任団を中心に授業を担当している」
としており、次いで 23.0％学校が「１年次担任
団が年間指導計画を作成し、授業を担当してい
る」である。「産業社会と人間」の運営について、
１年次担任団の力量が成否を担うと言える。
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　そのことを踏まえた「産業社会と人間」の運
営上の課題は、77.0％の学校が「教職員の負担
感が強い」を挙げており、30.1％の学校が「前
例踏襲の指導計画で展開されており、改善が図
られていない」、23.9％が「自ら望んで担当す
る教職員がいない」と回答している。
　上記のように「産業社会と人間」は学習指導
要領でも大綱的に示されているため、各学校独
自の指導計画が必要となる。しかも、基本的に
各クラス横並びの指導がなされているため、担
当者の負担感が大きいのも事実である。さらに
指導内容においては、社会的な要請が重要とな
る。したがって、固定的な組織に委ねすぎると
大きな改善が図られなくなる傾向もある。
　実際「産業社会と人間」に教科書はなく、指
導に関連した副読本として編集された書籍も、
服部（2013）と小林（2003）の２種類だけであ
る。そのため、各学校とも「年度間で必ず申し
送りをしている」「生徒対象のアンケート調査
を行い、次年度の指導に生かしている」「本校
の実態に応じた「産業社会と人間」の在り方に
ついて検討している」「教師用指導マニュアル
を作成し、指導に毎年差が出ないように計画中
である」「授業実施前、担当者で事前の打ち合
わせを行っている」等の工夫が行われている。
４　「産業社会と人間」の取組
　2015 年 11 月、埼玉県で「産業社会と人間」
をテーマに、「埼玉県総合学科研究協議会」が
実施され、「産業社会と人間」の年間計画を含
む各学校の取組に関するレポートが提出され
た。その中から特徴的な取組を見てみる。
　Ａ高等学校では、年間計画に「自分を見つめ
る」「何を学びどう生きるか」「社会の中で生き
ること」「生きること働くこと」等の主題を置
いて学習内容を設定し、最終的な目標を「ライ
フプランの作成」と「産社の総括」に位置づけ
た、体験的な学習を中心に構成している。この
ようにカリキュラム化を行うことで、学習の見
通しが持てるとともに、異なる学習活動のまと
まりも見えてくる。
　Ｂ高等学校では、「産業社会と人間」を１年
次と２年次で分割履修し、特に２年次では「総
合的な学習の時間」と連動させて、指導の継続
性を図っている。ただし、１年次の１単位では
学習の深化が十分に図られず、初年次教育とし
ての本来の趣旨が生かされないことが危惧され
る。また、２年次では本来「産業社会と人間」
では扱われない内容も含まれており、キャリア
教育の視点としての棲み分けが必要となる。
　Ｃ高等学校では、服部（2013）をテキストと
し自校の専門教科の内容と絡めた取組が行われ
ている点が特徴である。「ライフプラン」を最
終的な目標としており、様々な学習がライフプ
ランに集結されることが期待できる。ただし、
本来は特別活動で行われるべき内容も含まれて
いる。
　Ｄ高等学校では、インターンシップに力点を
置いた取組に相当時間を費やしており、十分な
事前・事後学習が行われている。そのインター
ンシップも就業体験のみならず、進路希望に応
じて上級学校における学習体験も含まれている
のが特色である。ただし、やや特化しすぎた感
は否めず、「産業社会と人間」が本来持ってい
る幅の広さをもっと明確にできると良い。
　その他、社会生活に必要な基礎的な学力の定
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着、小論文の作成、進路産社と教科産社の区分
け等、各学校で様々な工夫がなされている。
　「産業社会と人間」の指導計画等の作成は、
進路指導部が中心的な役割を担っている学校が
多い。そのため、本来は進路指導の範疇で行わ
れる取組が中心になっているケースもある。
　青木（2010）では、「現状の進路指導は「進
路決定」に主眼をおいた指導が中心であり、「出
口指導」に重点が置かれている（中略）キャリ
ア教育はむしろ「入口指導」に重点が置かれる
べきものである」としている。その上で、キャ
リア教育に視点を置いた教育課程の構造化に関
して、その根幹部分に「産業社会と人間」の１
年次履修を位置づけた構造図を示した。
　このように「産業社会と人間」として必要な
取組は、初年次だからこそなし得る学習、押さ
えるべき社会的な課題、それに対応できる資質
や能力の育成、さらに高等学校での学習の意義
や主体的な取組の醸成等が必要となる。
５　「産業社会と人間」に関する調査
（１）調査校の概要
　勤務校の１年次生を対象とした、「産業社会
と人間」の成果等について調査を行った。調査
日は 2015 年 12 月で、回答数は 278 であった。
調査校は、2005 年に普通科高等学校２校を統
合して改編された総合学科である。開設されて
いる系列（総合選択科目群）は「人文社会系列」
「自然科学系列」「国際文化系列」「ビジネス・
メディア系列」「健康・スポーツ系列」「ヒュー
マンデザイン系列」であり、この系列に伴って
「商業」「家庭」「福祉」「情報」「体育」「英語」
等の専門教科がある。
　校内に「産業社会と人間」の企画運営組織は
あるが、基本的には担当者（１年次担任団）に
委ねられている。逆に、そのために新たな項目
の設定が比較的容易である。今年度もいくつか
の新規項目が盛り込まれた。
（２）「産業社会と人間」の意義
　「産業社会と人間」は、高等学校キャリア教
育の根幹的な取組と位置づけ、生徒の社会的・
職業的自立に資する意義がある。
　そのため、生徒が将来を考える上で「産業社
会と人間」の授業が、どの程度きっかけとなっ
たかの回答結果が、図 1 である。
　　　　図１　「産業社会と人間」の効果
　この結果、「大きなきっかけとなっている」
は 18.0％であるが、「ある程度参考となってい
る」を含めれば 84.2％の生徒が肯定的な効果を
感じている。「産業社会と人間」の学習が、自
分の将来を考える上で、有益な取組であると認
識されていることがわかる。
（３）「産業社会の人間」の学習項目の役割
図２は、調査校で 11 月までに実施した「産業
社会と人間」の各学習項目が、生徒にとってど
の程度役に立っているかの回答結果である。各
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項目の詳細は下記に示してある。
　なお、調査校では職場体験やインターンシッ
プ等に関わる授業は実施されていない。
　すべての項目で、肯定的な回答がほぼ７割以
上であり、学習の効果があったと言える。
　「職業調べ」は、生徒が考えている職業につ
いて、必要な資格や手順等を自ら調べる学習で
ある。改めて調べたことで理解できた部分が大
きく、肯定的な評価が 87.4％であった。
　「自分を知る」は「産業社会と人間」で必須
と言える項目で、自己理解検査等を通して自分
のキャラクターを考える取組である。改めて自
身を客観的に見ることができたと言える。
　「履修の手引き・履修ガイダンス」も同様に
必須となる項目で、自校の教育課程の説明とと
もに、選択科目や系列のガイダンス、科目選択
シミュレーションを行うとともに、自身の生育
歴や将来の夢などのプレゼンテーションを行っ
た。総合学科の根幹に関わる取組で、生徒も真
剣に学習した結果が見える。
　「卒業生講話」は、進学者と就職者、さらに
教育実習中の卒業生から、高校当時のこと、進
路決定の時期、現在の様子などを話していただ
いた。生徒にとって身近な先輩の話は印象深い
ものとなったようである。
　夏休みの宿題とした「職業人インタビュー」
は、基本的に親族以外の第三者の職業人を対象
に、直接職業への思いや働くことの意義等を取
材する取組である。アポイントの取り方やイン
タビューの依頼の仕方などを含めて、意義のあ
る取組であった。
　「職業人インタビュー発表会」は、「職業人イ
ンタビュー」の報告会である。単に報告だけで
はなく、発表を聞いた生徒は評価も行った。た
だし、やや受け身の取組であったためか、肯定
的評価が 66.2％と、もっとも低かった。
　「ノーマライゼーションってなに？」は、今
年度新たに加えた項目であった。障害者雇用が
推進される中、障害のある人との協働は、ダイ
バーシティの観点からも重要となる。ただ、点
字や手話、車いすの取組が中心であったため趣
旨の浸透が十分ではなく、肯定的評価も 71.5％
にとどまった。
　「進路ガイダンス」は、業者によるガイダン
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スで一般的に進路指導の範疇である。前半が講
話で、後半が分野別の説明であった。講話では
「進路とは今を含めて 70 年後の充実を考える」
の視点から、社会人基礎力などの説明が行われ
た。生徒にとって社会生活が身近になったと思
われ、86.7％が肯定的な評価であった。
　「コミュニケーション能力について考えよう」
は、日常的に耳にするコミュニケーション能力
について、それぞれの生徒が持つイメージを
考え、共有化する取組である。使い慣れた言
葉でも改めて考えることの意義が見いだされ、
81.0％が肯定的な評価であった。
　「職業講話」は、学校近隣で活躍されている
方々から仕事の内容、働く喜びや苦労などを話
していただいて、将来の職業人として働くこと
の意義を考える取組であった。クラスごとに
行ったため、希望する職業に限定されず広く話
を聴くことができた。その点が大きかったため
肯定的評価が 88.1％と、もっとも高かった。
　上記の 10 項目の回答について、相関係数を
調べた。その結果もっとも相関が高い項目は、
「履修の手引き・履修ガイダンス」と「進路ガ
イダンス」で、相関係数は 0.7014 であった。
次が「職業人インタビュー」と「職業人インタ
ビュー発表会」で、0.6611。さらに「履修の手
引き・履修ガイダンス」と「卒業生講話」で、
0.6252 であった。
　他に「履修の手引き・履修ガイダンス」と「職
業講話」との相関係数が 0.5869 で、それぞれ
の項目が「履修の手引き・履修ガイダンス」と
の相関が高い傾向にあった。このことは、履修
計画が職業や働くことに直結するという成果が
あったとが言える。
　調査校の「履修の手引き・履修ガイダンス」は、
単に履修の手引きだけではなく、自らの生育歴
や将来設計まで広範に取り扱ったため、その効
果が大きいものであったと考えられる。
　これらの結果から、上記の高等学校学習指導
要領で「配慮するものとする」とされている３
項目のうちの「自己の将来の生き方や進路につ
いての考察及び各教科・科目の履修計画の作成」
の趣旨が、十分に生かされた取組であったこと
を示している。
（４）「産業社会と人間」で学んだこと
　「産業社会の人間」では、通常の教科のよう
に学問的な技能や知識・理解を求めるのではな
く、様々な活動の中で、自らの在り方生き方や
今後の社会生活や職業生活等の探求を目指して
いる。そのため、受け取り方や実際に学んだ内
容についても生徒それぞれに異なることが考え
られる。
　そこで、「産業社会と人間」の授業で生徒自
身が学んだと思われることの３項目を選択させ
た回答結果が図３である。なお、選択肢は 10
項目用意した。
　ここで、３項目の選択としたのは、生徒が特
に感じた観点を重視したいためである。なお、
百分率は、回答数（278 名）をもとにしている。
　この結果、「働くことの大切さ」を学んだと
回答した割合がもっとも多く、次いで半数近く
が「働いている人の大変さ」としている。この
ことは、「産業社会と人間」の学習項目で、「職
業人インタビュー」や「職業講話」などを中心
に実施されているためとも考えられる。
　さらに、回答割合がもっとも多かった「働く
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ことの大切さを学んだ」と回答した生徒 206 名
に対して、他の選択項目を集計した結果が図４
である。
　この結果、「働くことの大切さ」とともに「働
く人の大変さ」を学んだとしており、キーワー
ドとして「働く」を抽出することができる。ま
た、働くために、「世の中の動きを意識するこ
との大切さ」や「ルールやマナーの大切さ」な
どについて意識するなど、キャリア教育が当初
からめざしていた勤労観・職業観の育成に資す
る結果となった。
− 44 −
教職研究　第 28 号（2016）
（５）将来の職業
　図５は、生徒たちが希望している将来の職業
である。自由記述であるものを調査校の系列に
関連する 10 種類のカテゴリーと、それに属さ
ない「その他」に分類してある。
　その職業カテゴリーは、「公務員系」「教育系」
「ＩＴ・メディア系」「事務系」「福祉・介護系」「ス
ポーツ系」「医療、看護系」「食品・栄養系」「美容・
ファッション系」「保育・幼児教育系」とした。
　なお、「その他」に属する職業は「建築系」「エ
ンターテイメント系」「動物系」「漫画・イラス
ト系」「英語を生かした職業」「サービス系」「技
術系」「アミューズメント系」「作家」等があった。
　さらに図 6 では、その職業希望はいつから考
えていたのかを分類した。回答項目は「中学校
の頃から（中学）」「高校入学の頃から（高校）」
「産業社会と人間の学習から（産社）」「本校の
履修選択から（履修）」「その他」である。ただ
し、空欄等は除外してある。
　この結果、中学校段階で将来の職業を考えて
いた割合が 48.6％と、もっとも多い結果となっ
た。特に顕著な結果となったのは、保育・幼児
教育系（72.7％）、事務系（70.0％）、美容・ファッ
ション系（62.5％）、その他（65.9％）である。
逆に、「産業社会と人間」の授業を通して将来
の職業を考えた割合が 7.6％と低かった。
　この要因は、高等学校入学以前より希望する
職業を持ち、その希望を叶えることができる学
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校として、多様な選択科目があり、専門教科に
よる学習が可能な総合学科を選択したことであ
ると考えられる。ただし、高等学校に入学する
以前より希望している職業が変わらずにいるこ
とは、「産業社会と人間」における学びの成果
であるとも言える。
６　調査結果を踏まえて
　これらの結果を踏まえて、「産業社会と人間」
が高等学校におけるキャリア教育の根幹的な取
組として、どのように位置づくかを考察する。
筆者は、担当者として「産業社会の人間」を指
導した当時、生徒に次のような趣旨を述べてい
た。
　労働対価の有無を問わず「働くこと」は、社
会の中の１つの部分を必ず担うことである。そ
のためには自分を知り、社会を知り、人と関わ
りながら様々なことを吸収することが必要であ
る。その結果として自分の将来の姿を見つける
ことができ、今やらなければならないことが見
える。それらを学ぶところが学校である。
　ここで言っていることは、働くことの意味と
役割を知り、その意味を追求し役割を担うため
に、学校という組織の中で様々な活動を通して
自分自身を高め、将来の職業生活への具体化を
図ることである。このことは「産業社会と人間」
の趣旨を踏まえた取組が、「キャリア教育」の
取組となることを意味している。
　「答申」では、キャリア教育の意義を「学校
社会から職業社会への円滑な移行」であり、「社
会的・職業的自立に向けた様々な課題の解消で
ある」と述べている。これは、従来の教科では
十分ではないことが根底にある。また、キャリ
ア教育を「キャリア発達を促す教育」と位置づ
け、キャリア発達に資する能力として「基礎的・
汎用的能力」を提唱し、具体的に「基礎的・汎
用的能力」として具体的に「人間関係形成・社
会形成能力」「自己理解・自己管理能力」「課題
対応能力」「キャリアプランニング能力」を挙
げている。
　今回の調査による「産業社会と人間」の外的
効果は、「働くことの大切さ」や「働いている
人の大変さ」を学び取り、「進路ガイダンス」
や「職業講話」において、高校入学前から描い
ている将来の職業の具体化が図られたことと
なって表れている。このことは、生徒自身の
「キャリアプランニング」の概念化と言える。
　逸見（2011）では、「憧れの仕事や役割に対
する今まで意識化されなかった動機に気づくこ
とが、自己概念を明確化し、自覚していくため
の重要な機会となる」と述べている。今回の調
査結果もおいても、中学校段階で思い描いてい
た職業が「産業社会と人間」の取組を通して明
確な形での自覚がもたらされている。
　次に内的な効果であるが、「職業調べ」「履修
ガイダンス」「自分を知る」「コミュニケーショ
ン能力について考えよう」など活動性のある項
目で「役に立っている」と回答する生徒が多い
結果であった。これらの取組は、自ら調べて発
表することや、クラス内で議論すること、他者
の評価を行う等の主体的な活動が伴っている。
当然、他者の存在があり、その中で自身の思考
の整理が行われるとともに課題意識を持った取
組が行われている。
　この学習を通して、基礎的・汎用的能力であ
る「人間関係形成・社会形成能力」「自己理解・
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自己管理能力」「課題対応能力」の深化が図ら
れていると言える。すなわち、各学習活動を通
して、生徒の意識下でキャリア発達が促されて
いる結果となった。
　これらのことから、「産業社会と人間」の取
組が、高等学校のキャリア教育の根幹的な取組
と位置づけられることが実証できた。
７　おわりに
　総合学科では、「産業社会と人間」学習を経
て各選択科目による学習が行われる。「産業社
会と人間」で学習した生徒が、自ら構築したキャ
リア意識を各教科・科目の学習の中で維持し、
発展させることが必要となる。そのためには。
キャリア教育の視点による教科指導が必要であ
り、教科の学習を通したキャリア発達を促す教
育活動が重要となる。そのためにも、各学校で
は「産業社会と人間」の成果を共有し、そこか
らつながる、よりアクティブで将来に直結した
教科指導体制の構築が求められる。
　なお、今回の調査以降にも学習した項目はあ
る。「産業社会の人間」の学習が完結した段階で、
生徒が２年次に向けて学習成果をどのように捉
え、どのような意識の変化が生じたか年度末に
は改めて調査を行い、その結果は別の機会に公
表したい。さらに、その結果をもとに総合学科
以外の高等学校、とりわけ大学進学者が多数の
高等学校での意義を提唱したい。
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